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財務書類とは
①貸借対照表

貸借対照表（バランスシート）は、会計年度末に観音寺市が保有している資産と、その資産を取得するために使ったお金の

調達方法を 表 し ています。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができなかった財産や負債等、これまで

の資産形成の結果を知ることができます。

②行政コスト計算書

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入等）に関わらない経常的な支出と、行政

サービ スの対価として得られた収入を計上しています。

③純資産変動計算書

貸借対照表の純資産の部について、増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを示していま

す。純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があり、減少

要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等が計上されます。

④資金収支計算書

貸借対照表の現金預金が１年間でどのように変化したのかをあらわしています。現金の使いみちによって 「 業務活動収支 」

「投資活動収支」「財務活動収支」の３区分に分け、どのような行政活動にいくら使ったのかを示しています。

新しい地方公会計制度
これまで観音寺市では「総務省方式改訂モデル（以後、改訂モデルと言います）」の財務書類を作成してきました。観音

寺市がこれまで積み上げてきた資産と、この先返済する必要がある負債、すでに支払いが終わっている純資産などの情報を

表示した貸借対照表など、今までの決算書では把握できなかった情報を、新たな切り口から見ることができました。

この改訂モデルの作成方式に代わり、平成28年度決算からは「統一的な基準に基づく財務書類（以後統一モデル財務書

類と言います）」の作成方式が導入されました。

統一モデル財務書類は、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間を準備期間とし、全ての地方公共団体にお

いて作成するように要請され ました。(平成27年 1 月23日付総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進につ

いて」)。観音寺市はこの要請に基づき、平成28年度決算より、統一モデル財務書類の4表（貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成しましたので、その報告を行います。

観音寺市平成 28 年度決算の財務書類

財務書類4表構成の相互関係

統一モデルによる財務書類4表の相互関係は下図のとおりです。本市の財務書類についても下図の相互関係が確
認できています。

総務省 「財務書類作成要領」 P5 図4  財務書類4表構成の相互関係 より



貸借対照表を住⺠⼀⼈当たりの家計簿に置き換えると・・・

有形固定資産・無形固定資産

道路や学校など、観音寺市が保有する公共

施設の総額

投資等

特定の目的で積立てた基金や出資金の総額

流動資産

現金預金や現金化しやすい未収金等の総額

負債

地方債の残高や退職手当引当金などの総額

将来世代が負担する金額

純資産

道路や学校等の整備の財源として受けた国

や県からの補助金や地方税などの総額

これまでの世代が負担してきた金額

貸借対照表 (バランスシート )
貸借対照表（バランスシート）は、平成 29 年 3月 31日時点で観音寺市が保有している資産と、その資産を取得

するために使ったお金の調達方法をあらわしています。現金の収支に注目する従来の決算書では把握することが

できなかった、観音寺市の財産や負債など、これまでの資産形成の結果を知ることができます。

観音寺市平成 28 年度決算の一般会計財務書類

※表中の数値は千円未満を四捨五入しているため、合計額が合わない場合があります。

(単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

インフラ資産 退職手当引当金

物品 損失補償等引当金

無形固定資産 流動負債

投資その他の資産 1年内償還予定地方債

流動資産 賞与等引当金

現金預金 預り金

未収金

短期貸付金

基金 【純資産の部】

徴収不能引当金 固定資産等形成分

余剰分（不足分）

△ 13,918

純資産合計 43,550,368

負債及び純資産合計 85,172,045資産合計 85,172,045

3,733,922

626,211

173,313

55

2,948,261

458,728

5,121,626

467,654

負債合計 41,621,677

84,386,439

21,995,133

△ 40,836,071

230,732

103,385

3,153,420

2,819,302

81,438,123 38,468,257

75,857,769 35,599,637

53,394,982 -

2,868,620

-

科目 金額 科目 金額

人口（61,423人）は、平成29年3月末のものを使用しています。

○流動負債

約63万円

約5万円

…長期的に返していく必要
がある借金

…来年に返す予定の借金

○固定負債

負債 ＝
将来支払わなければならな

いお金（ローンの残高等）

貸借対照表を住民1人あたりに換算すると･･･

単位：（万円）

借方＝現在保有している資産の総額

約139万円

純資産 ＝
すでに支払ったお金
土地や建物の購入のため

に、親からの援助金や自
己資金等

約71万円
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借方 貸方
流動資産 投資等 公共資産

純資産 流動負債 固定負債

貸方＝資産取得時の資金の調達方法

約139万円の支払い方法

所有している土地や

建物、車など

約124万円

有価証券や定期預金等

約9万円

現金や普通預金等

約6万円



行政コスト計算書
行政サービスを提供する際に発生

する支出のうち、資産の取得（土地

や建物の購入）に関わらない支出と、

行政サービスの対価として得られた

収入を計上しています。行政コスト

計算書上の収入には、行政サービス

の直接的な対価のみを計上している

ため、純行政コストがマイナスで表

示されます。

⼈件費
職員給与のほかに、賞与引当金や退職
手当引当金の繰入額が計上されていま
す。

物件費
物件費のほかに、施設の維持修繕費や
減価償却費が計上されています。

その他の業務費用
支払利息、貸付金、火災保険料等が計
上されています。

移転費用
移転費用には、社会保障給付や他会計
への繰出金、補助金等が計上されてい
ます。

経常収益
行政サービスの直接対価である使用料
や手数料、財産貸付収入、現金利子、
雑入等などが計上されています。

純資産変動計算書
貸借対照表の純資産の部の増加要

因と減少要因を計上し、純資産が1

年間でどのように変動したのかを示

しています。純資産の増加要因には、

行政サービスの対価として支払われ

る以外の収入（税収や国・県からの

補助金等）があり、減少要因には、

行政コスト計算書で算出される純経

常行政コストや災害復旧等で臨時的

に必要となった支出等があります。

(単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

56,673

△ 19,913,985

606,465

91,674

1,374,332

424,410

949,922

△ 19,364,192

10,895,477

5,148,292

3,202,754

2,452,757

432,377

6,162,176

3,248,494

20,738,524

9,843,047

科目 金額

資金収支計算書
貸借対照表の現金が1年間でどの

ように変化したのかを示しています。

現金の使いみちにより、3つの区分

に分け、どのような行政活動にいく

ら使ったのかが分かります。

業務活動収支
行政サービスを行う中で、毎年継続
的に収入・支出される金額が集計さ
れています。

投資活動収支
学校、道路等の公共施設の投資活動
収支や、貸付金などの収入・支出の
金額が集計されています。

財務活動収支
地方債等の借入・償還等の金額が集
計されています。

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

投資活動収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

財務活動収入

財務活動収支

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

103,385

626,211

前年度末資金残高 463,194
本年度末資金残高 522,826

5,192,200

2,384,931
本年度資金収支額 59,632

△ 5,789,728

0

2,807,269

1,424,938

-

3,464,429

0

7,214,666

-

22,676,067

19,211,637

科目 金額

※表中の数値は千円未満を四捨五入しているため、合計額が合わない場合があります。

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 80,262,280 △ 38,905,253

純行政コスト（△） △ 19,913,985

財源 21,476,913

税収等 16,464,427

国県等補助金 5,012,486

本年度差額 1,562,928

固定資産等の変動（内部変動） 3,492,697 △ 3,492,697

有形固定資産等の増加 6,325,138 △ 6,325,138

有形固定資産等の減少 △ 2,455,535 2,455,535

貸付金・基金等の増加 1,237,118 △ 1,237,118

貸付金・基金等の減少 △ 1,614,024 1,614,024

資産評価差額 -

無償所管換等 631,462

その他 - △ 1,048

本年度純資産変動額 4,124,159 △ 1,930,818

本年度末純資産残高 84,386,439 △ 40,836,071

科目 合計

41,357,027

△ 19,913,985

21,476,913

16,464,427

5,012,486

1,562,928

43,550,368

-

631,462

△ 1,048

2,193,341


